
  

平成17年３月期 決算短信（連結） 平成17年５月27日 

 
上場会社名 株式会社 光通信 上場取引所 東証第一部 

コード番号 9435 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.hikari.co.jp）  

問合せ先 責任者役職 取締役管理本部長  

氏 名 儀同 康 ＴＥＬ (03)5951-3718 

決算取締役会開催日 平成17年５月27日  

米国会計基準採用の有無 無  

 
１.平成17年３月期の業績(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

（１）連結経営成績                           (注)金額は百万円未満を切り捨て表示 

 売上高 営業利益 経常利益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年３月期 171,009 17.1 21,702 27.2 29,596 50.8 

16年３月期 145,995 17.6 17,068 66.2 19,628 476.8 

 

 当期純利益 
1株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17年３月期 19,466 83.2 333 40 329 66 24.3 23.9 17.3 

16年３月期 10,626 (―) 187 99 182 63 17.0 17.6 13.4 

（注）①持分法投資損益 17年３月期        209百万円 16年３月期   △ 277百万円 

②期中平均株式数（連結） 17年３月期    57,487,864株 16年３月期   56,527,961株 

③会計処理の方法の変更 無    

 
（２）連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

17年３月期 147,005 88,530 60.2 1,532 48 

16年３月期 101,068 71,748 71.0 1,248 57 
（注）期末発行済株式数（連結） 17年３月期    57,573,740株 16年３月期   57,464,255 株 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

17年３月期 48,081 △ 26,360 △  3,989 28,111 

16年３月期 15,010 2,115 △ 36,555 10,337 

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数 70社 持分法適用非連結子会社数 ０社  持分法適用関連会社数 18社  

 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 （新規） 38社 （除外） ３社 持分法 （新規） 13社 （除外） ３社 

 

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

中  間  期 84,000 10,500 12,500 9,000 

通      期 180,000 24,000 26,000 19,500 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)   338円 70銭 

 
上記の業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、今後様々な

要因によって予想値と異なる可能性があります。なお、当社は、財務体質の強化を目的とし、投資有価証券等の流動化を進めて

おりますが、市場環境や経済情勢等の外部環境に因るところが大きく、かつ予想が困難なため、その営業外損益及び特別損益に

与える影響は、上記予想値に反映しておりません。 
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1. 企業集団の状況 
 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社光通信）、連結子会社 70 社及び持分法適用関連会

社 18 社により構成されております。当社は、持株会社としてグループ全般の経営管理を担い、各事業子会社・関連

会社におきまして、「法人事業」、「保険事業」、「SHOP事業」及び「その他事業」を行っております。なお、前

年度まで保険代理店事業は「その他事業」に含めて区分しておりましたが、当該事業の営業利益割合が増加するとと

もにその重要性が高まっており、当連結会計年度より「保険事業」として区分表示することに変更致しました。各事

業の内容と主なグループ各社は以下の通りであり、事業区分は事業の種類別セグメントと同一であります。 

 

区分 事業内容等 主要な会社 
法人事業 主に中小企業向けのOA機器販売 

各種通信サービスの加入取次ぎ 
㈱アイ・イーグループ 
㈱コール・トゥ・ウェブ 

 中小企業向け簡易業務サポート等の提供 
インターネット広告の提供やウェブサイト運営 

㈱ベストパートナー   
㈱クレイフィッシュ 
㈱ファイブエニー      他 

保険事業 テレマーケティング手法による保険代理店事業 ㈱ニュートン・フィナンシャル・コン
サルティング 

SHOP事業 店舗における携帯電話の新規加入及び機種変更手続きに
関する代理店業務及び携帯電話端末の販売等 

当社 
㈱ディージーネットワークス 
㈱ジェイ･コミュニケーション 
㈱オービーエム       他 

その他事業 情報通信分野に特化したベンチャー・キャピタルファン
ドの企画・運用等 

㈱エイチ・ティ・シー     
他 

 

事業系統図 

出
資
関
係
・

グ
ル
ー
プ
経
営
管
理

（親会社・本社機能）

株式会社光通信

中小企業法人

ＯＡ機器、各種通信サービス等の販売

一般消費者

法人事業

㈱アイ・イーグループ
㈱コール・トゥ・ウェブ
㈱クレイフィッシュ
㈱ファイブエニー
㈱ベストパートナー　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他　　

店舗における携帯電話販売

ＳＨＯＰ事業

㈱ディージーネットワークス
㈱ジェイ・コミュニケーション
㈱オービーエム　　　　　　　　　他

テレマーケティングによる保険の販売保険事業

㈱ニュートン・フィナンシャル・コンサルティング

インターネット広告の提供
その他の中小企業向けサービス
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2．経営方針 
 
2-1．経営の基本方針 

当社グループは、ディストリビューターとして、個人及び法人のエンドユーザー向けに、様々な商品・サービスを

広く普及させることを通じて、各ステークホルダー（顧客、取引先、株主、社員）に貢献することを目指しておりま

す。 

顧客に対しては、商品・サービスをエンドユーザーに直接提供することで、顧客のニーズを的確に捉え、個人消費

者の生活の利便性と法人顧客の経営効率の向上への貢献を目指しております。また、当社グループの販売活動を通じ

て、取引事業者の成長の助力となることを目指しております。株主に対しては、当社グループが企業価値を高める過

程で創出される利益を還元し、利益成長の結果としての時価総額（株主価値）の拡大による貢献を目指しております。

社員に対しては、成果に応じた人事評価体系やストックオプション等の報酬制度を採用することで、企業価値と社員

の福利厚生が連動する職場環境の整備に努めています。 

当社グループでは、上記の基本方針を「集団成功主義」と称し、最も重要な経営方針として取り組んでおります。 

  

2-2．利益配当に関する基本方針 

当社は、株主に対しての利益還元を経営の最重要課題の一つとして認識しております。安定的な収益基盤の確保と

キャッシュ・フローの向上に努めるとともに、安定的な配当の継続を業績に応じて行うことを基本的な方針としてお

ります。内部留保資金については、営業販路の強化や財務体質の改善に有効的に活用することにより、強固な経営基

盤の構築を目指してまいります。 

当期におきましては、順調に業績が拡大したこと等より、前期比10円増の１株当り40円の配当を実施する予定で

す。また、株主への利益還元策の一環として、平成16年8月に140,000株（発行済株式数に対する割合0.24％）の自

己株式の取得を実施いたしました。 

 

2-3．投資単位の引下げに関する考え方及び方針 

 当社は株式市場での充分な流動性を保ち、幅広い投資家層の参加を促す観点から、投資単位を適正な水準に適宜見

直していくことを基本方針としております。現状の当社株式に関しましては、平成17年３月末時点で株主数は

15,602名（うち個人15,007名、金融機関・その他法人等595名）となっており、日々の取引におきましても充分な流

動性が確保されていると認識しておりますが、今後の市場動向の変化に応じて、投資単位の引下げに係る費用等を勘

案しながら、適正な流動性の確保に向けて対処してまいります。 

 

2-4．目標とする経営指標 

当社グループは、営業利益及び営業キャッシュ・フローを重要な経営指標とし、一定の利益率水準を保ちながら、

それらの継続的な拡大を経営目標としております。当社グループの中核事業である法人事業や保険事業等は、顧客へ

販売した後に使用量等に応じた継続的な収入が見込まれるストック事業であり、現在の販売活動が将来のキャッシ

ュ・フローを積上げる事業モデルとなっております。従って、顧客数の増大、顧客単価の向上、解約率の抑制に努め

ることで、継続的な営業利益と営業キャッシュ・フローの増大を目指してまいります。 

 

直近3年度における、各指標は以下の通りです。 

 営業利益 営業キャッシュ・フロー 売上高営業利益率 
平成17年３月期 21,702 百万円 48,081 百万円 12.7 ％ 
平成16年３月期 17,068 百万円 15,010 百万円 11.7 ％ 
平成15年３月期 10,269 百万円 8,180 百万円 8.3 ％ 
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2-5．コーポレート・ガバナンス 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社グループは、親会社である株式会社光通信が持株会社としての役割を担い、各事業子会社の経営を統率するこ

とで、グループで一貫したビジョンのもと、コンプライアンスを遵守した公正かつ透明性の高いグループ経営を目指

しております。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

当社の経営体制は、取締役６名、監査役4名で構成されております。取締役の構成に関しては、経営の迅速化と牽

制機能の強化を目的として、代表取締役2名の体制を採っております。監査役の構成に関しては、1名の常勤監査役

と3名の社外監査役で構成され、経営に対する監査機能の強化を図っております。 

グループ関係会社のガバナンスに関しては、事業会社である各子会社の管理機能を持株親会社内のグループ管理部

門に集約し、事業部門と管理部門を切り離すことで牽制機能を強化しており、管理機能毎には以下の施策を行ってお

ります。 

・ 経理・財務・IR部門では、各子会社の経営状況を管理・分析し、経営に反映するとともに、公正なディスクロー

ズを行い、透明性の向上を図っております。 

・ 法務・審査部門では、各子会社業務のコンプライアンスをチェックし、また、取引与信枠の設定や潜在リスクの

発見・回避等経営リスクの管理を行っております。 

・ 人事・教育部門では、グループで統一的な研修課程を実施することで、社員の資質向上に努め、また成果主義の
原則に基づき評価・報酬体系を導入することで、グループ会社間の公平性を図っております。 

・ 総務部門では、グループのシステム管理を一元的に行い、情報セキュリティー強化に努めております。 
・ 内部監査・ＣＳ・リスク管理部門では、グループ従業員へ適正な行動規範を浸透させ、またお客様等社外からの
ご指摘・ご意見を経営に反映し、従業員の資質向上及び顧客満足度（ＣＳ）の向上を目指しております。 

・ 情報管理部門では、情報管理に関するグループ従業員の意識向上を目的に、定期的な社員研修や各営業所の実査
を行っています。 
 以上に述べた事項を系統図によって示すと以下のとおりです。

監　督
経営基準の一本化

光通信 （ホールディング・カンパニー）
取締役会　代表取締役 2名体制

株　主　総　会

監査役会

常勤監査役 1名
社外監査役 3名

会計
監査人

選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査 監査

経理
部門

財務
ＩＲ
部門

法務
審査
部門

人事
教育
部門

総務
部門監査

監査
管理機能
の集約

内部監査室
C S・リスク
管理部門

グループ関係会社　（事業会社）

情報
管理
部門

監査

監査
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（会社と社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係） 

 社外監査役は、当社グループのその他の取締役・監査役との人的関係を有しておりません。各社外監査役は、当社

株式を保有しております。 

 

（コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況） 

当連結会計年度におきましては、情報化社会の進展や法的整備等の変化に対応し、個人及び法人顧客情報の管理体

制の強化と見直しを図り、昨年度に組織した専属の情報管理部門を中心に様々な施策を実行いたしました。顧客情報

の管理・破棄に関する社内規程の見直しや追加、セキュリティーシステムの新規導入、各営業所の監査を実施するほ

か、財団法人日本情報処理開発協会による「プライバシーマーク制度」を取得することを決定し、顧客情報の管理体

制の整備を全社的なプロジェクトとして取り組んでおります。 

 

（役員報酬及び監査報酬） 

当社は、取締役及び監査役に対する報酬等の額は、以下のとおりです。 

 取締役 ６名 40百万円 

 監査役 ４名 23百万円 

会計監査人に対する報酬等の額は、以下のとおりです。 

 ① 当社及び子法人等が支払うべき報酬等の合計額 183百万円 

 ② ①の合計額のうち、財務書類の監査・証明業務の対価として支払うべき金額の合計 153百万円 

 ③ ②の合計額のうち、当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額 100百万円 
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3．経営成績及び財政状態 
 
3-1．当連結会計年度の概況 

当連結会計年度における我が国の経済は、企業収益が改善基調を維持するもとで、設備投資の増加や雇用面での改

善も続き、引き続き回復を続けています。当社グループが事業を展開する各分野におきましては、情報通信の分野で

は、一部通信事業者の企業再編が進むなか、新たな通信サービスが次々と市場に投入され、通信サービスの利便性は

更に向上しました。中小企業層におきましても、複写機等のＯＡ機器のカラー・複合機能化やインターネット環境の

浸透が、加速度的に進んでおります。生命保険の分野では、公的医療保険の自己負担分の増加に対する国民の不安感

の高まり等から、引き続き医療保障への高い需要がみられました。 

このような経済情勢のなか当社グループにおきましては、事業環境の変化に即応しながら各事業の運営に努めまし

た。株式会社光通信は持株親会社としてグループを統轄し、市場変化に迅速に対応できる体制作りに努め、実際の営

業活動のほとんどは、グループの各子会社にて行っております。主要な事業は、ＯＡ機器や通信サービスの法人向け

販売事業を中心とした「法人事業」、保険の販売代理事業の「保険事業」、店舗網を活用した携帯電話の販売事業を

中心とした「ＳＨＯＰ事業」及び「その他事業」に区分され、各事業の概況は、以下のとおりです。 

 

（法人事業） 

法人事業におきましては、複写機やビジネスフォン等のＯＡ機器の販売、通信回線やブロードバンド・インターネ

ット等の通信サービスの販売、インターネット広告の企画・販売を中心に、中小企業を主な顧客層として事業展開し

ております。ＯＡ機器販売におきましては、複写機の複合機化・カラー化の進展に伴って、営業所の新規開設や中

堅・大手法人向けの営業を強化した結果、主力の複写機の販売台数は前期比13％増の41,570台となりました。テレ

マーケティング手法による通信サービスの販売では、各通信事業者から新サービスが開始され通信速度の高速化と料

金の低廉化が更に進み、高まる需要に応じてコールセンターの新設や人員増強に努めました。インターネット部門に

おきましては、インターネット広告事業を行っている子会社2社を株式会社クレイフィッシュ（東証マザーズ：

4747）に売却し、インターネット関連事業を統合することで事業の効率化とグループ内での相乗効果を追求しました。 

以上の結果、法人事業の売上高は90,089百万円（前年度比49.8％増）、営業利益は10,835百万円（前年度比62.6％

増）となりました。 

 

（保険事業） 

保険事業におきましては、テレマーケティング手法による保険契約の取次ぎ・販売事業を行っております。近年、

個人医療費負担の増加への不安感や社会の高齢化を背景に、従来の死亡保障型の保険から生存中の保障を重視した医

療保険等の所謂「第三分野」保険の需要が高まっております。当連結会計年度におきましては、堅調な市場環境のも

とコールセンター３ヶ所の新設を行い、当連結会計年度末のコールオペレーター（保険販売員）数は、前期末と比較

して２倍強の約1,600名となり、順調に事業規模は拡大いたしました。また、営業体制の拡大にあわせ、情報管理に

関する社内研修の徹底と情報管理システムへの投資を積極的に行い、顧客情報の管理体制の強化を図りました。 

以上の結果、保険事業の売上高は7,864百万円（前年度比125.6％増）、営業利益は2,414百万円（前年度比

323.3％増）となりました。 

 

（ＳＨＯＰ事業） 

ＳＨＯＰ事業におきましては、携帯電話の販売を中核に、全国で展開する店舗を主な販路とした販売事業を行って

おります。当連結会計年度におきましては、インショップ形式（大手スーパーやディスカウントストア内の販売店

舗）による出店を中心に行った結果、当連結会計年度末時点の店舗数は 469店舗（前年度末 433店舗）となりました。
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一方、携帯電話及びPHSの国内普及率は70％を超え、携帯電話の国内出荷台数も前年割れの状況のなか、当社グル

ープの販売台数におきましても、前期比10％減の110万台となりました。 

以上の結果、ＳＨＯＰ事業の売上高は75,459百万円（前年度比9.6％減）、営業利益は4,856百万円（前年度比

40.0％減）となりました。 

 

（その他事業） 

その他の事業におきましては、情報通信分野に特化したベンチャー・キャピタルファンドの運営を行っております。

当連結会計年度におきましては、出資先の2社が株式公開を果たし投資回収が進みました。 

以上の結果、その他事業の売上高は524百万円（前年度比27.9％減）、営業利益は102百万円（前年度比13.4％

減）となりました。 

 

以上の事業活動を行った結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は171,009百万円（前年度比17.1％

増）、営業利益は21,702百万円（前年度比27.2％増）となり、順調に業績は推移いたしました。営業外損益の項目に

おきましては、当社保有の上場有価証券の一部売却により、投資有価証券売却益7,553百万円を営業外収益として計

上したこと等により、経常利益は29,596百万円（前年度比50.8％増）となりました。また、特別損益の項目におきま

しては、海外ベンチャー投資先の売却等により投資有価証券売却損684百万円（純額）やベンチャー投資先の評価損

1,201百万円（投資有価証券評価損）を計上したこと等により、税金等調整前当期純利益は28,700百万円（前年度比

69.4％増）となり、当期純利益は19,466百万円（前年度比83.2％増）となりました。 

 

3-2．財政状態 

 (連結キャッシュ・フローの状況) 

前連結会計期間 当連結会計期間 増減
百万円 百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,010 48,081 33,070
投資活動によるキャッシュ・フロー 2,115 △ 26,360 △ 28,475
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 36,555 △ 3,989 32,566
現金及び現金同等物の期末残高 10,337 28,111 17,774  

 

営業活動によるキャッシュ・フローは、営業体制の強化により法人事業と保険事業が堅調に推移したことに加え、

前受金の増減額が26,324百万円となったこと等により、前年度に比べ33,070百万円収入が増加し48,081百万円のプ

ラスとなりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却により25,425百万円の収入を計上する一方、投資有価

証券の取得として47,233百万円を支出したこと等により、前年度に比べ28,475百万円支出が増加し26,360百万円の

マイナス（前年度は2,115百万円のプラス）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金として1,715百万円を支出した一方、借入金の返済や社債の償還が

ほぼ一巡し大幅に支出が減少したこと等により、前年度に比べ32,566百万円支出が減少し3,989百万円のマイナスと

なりました。 

以上の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前年度末に比べ17,774百万円増加し、28,111百万円

となりました。 
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(財政状態の指標) 

 当社グループの主な財政指標の推移は以下のとおりです。 

 平成13年 
８月期 

平成14年 
３月期 

平成15年 
３月期 

平成16年 
３月期 

平成17年 
３月期 

自己資本比率 27.0％ 32.9％ 43.4％ 71.0％ 60.2％ 
時価ベースの自己資本比率 19.7％ 32.3％ 49.1％ 299.7％ 284.7％ 
債務償還年数 － 11.4年 4.6年 0.3年 0.04年 
インタレスト・カバレッジ・レシオ － 3.7 8.0 33.1 727.4 

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産 

 時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 平成14年3月期の債務償還年数は、同期が変則7ヶ月決算のため、当該連結会計年度の月間平均営業キャッシュ・フローから、

12ヶ月分の営業キャッシュ・フローを算定しております。 

 

3-3．中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

（法人事業） 

OA 機器市場は、比較的成熟しており安定的な買い替え需要に支えられた市場です。このような市場環境において、

当社グループが同事業で成長を維持していくためには、潜在顧客を含めた顧客データベースの精度を高め、買い替え

時期や提案内容等の更なる絞込みを行い、より効率的な販促活動を実現することが重要であります。また、既存顧客

との継続的な取引関係を維持するために、サポート体制の強化や二次商材の提案を行ってまいります。また、変化の

激しい通信・インターネット関連市場においては、市場の動向に即応した人材の確保とスピードのある人材育成を行

っていくことが課題であります。 

 

（保険事業） 

保険事業におきましては、「第三分野」保険を中心に市場の成長に伴い、業績は順調に推移しておりますが、事業

の拡大スピードに応じた管理体制の強化と人材の育成が課題であります。また、保険事業においては、高度な個人情

報を日々取り扱っているため、顧客情報の適切な管理とセキュリティーシステムの見直しを継続的に行っていく必要

があり、従業員においても情報管理に関する研修の徹底と意識向上を図ってまいります。 

 

（SHOP事業） 

日本における携帯電話及びPHSの総契約数は、平成17年３月には9,000万件を超え、国民普及率も70％に達する

なか、国内出荷台数においても前年比で減少しており、成熟期に移行したと言えます。このような事業環境のもと、

店舗のコスト管理を継続するとともに、その他の商品・サービスを店舗の商材として付加する等の施策が必要です。

また、将来的に予想されるナンバーポータビリティーや新規の通信事業者参入等によって生じる市場変化に、即応で

きる体制作りを行ってまいります。 
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3-4．次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、法人事業及び保険事業の引き続きの事業拡大が見込まれることから、以下のとおり

です。なお、次期の経常利益及び当期純利益に影響を与える株式の売却損益や評価損益等に関する予想は、市場環境

や経済情勢等による影響が大きく予想が困難なため、今回の予想値には反映しておりません。従来同様、重要な変化

が生じた場合、速やかに開示してまいります。 

 
連結業績予想    （百万円） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
平成 18年 3月期予想 180,000 24,000 26,000 19,500 
平成 17年 3月期実績 171,009 21,702 29,596 19,466 
増 減 率 5.3％ 10.6％ -12.2％ 0.2％ 
※ 次期の見通しに関しては、現時点入手可能な情報から得られた株式会社光通信グループの経営陣の判断に基づく

ものであり、実際の業績は、様々な重要な要素により、これら見通しと大きく異なる結果となり得る可能性がご

ざいます。 

 

3-5．事業等のリスク 

 当社グループの経営成績及び財政状況等に影響を及ぼす可能性のある主なリスクは以下のとおりです。 

 

・ 販売代理業務契約の変更 

当社グループの主要な事業は通信事業者やメーカーの販売代理業務であり、その契約内容及び条件に基づき事業

を行っております。通信事業者やメーカーの方針の変更によって、事業の収益性や財政状況に影響を及ぼす可能

性があります。 

・ 法人事業環境の変化 

法人事業における当社グループの主な顧客層は中小企業です。経済環境の悪化や中小企業を取り巻く環境の変化

により、当社グループの顧客層の設備投資意欲が減退し、法人事業の収益が減少する可能性があります。 

・ 携帯電話市場の変化 

携帯電話事業に関しては、通信事業者からの代理店手数料の減少、基本料金・通話料金の低価格化、利用者によ

る使用量の低下等により、ＳＨＯＰ事業の収益が減少する可能性があります。 

・ 投資有価証券の状況 

当社グループは上場株式やＩＴ関連を中心とした未公開企業の株式等を保有しており、株式市況の低迷や投資先

の経営状況の悪化・破綻等により、保有する投資有価証券の評価額が減少し、業績及び財政状況に影響を及ぼす

可能性があります。 
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4.連結貸借対照表 
 

 （単位：百万円）

前連結会計年度 
平成16年３月31日現在 

当連結会計年度 
平成17年３月31日現在 連結会計年度 

 
科  目 

金  額 構成比 金  額 構成比 

（資産の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※1  11,446   29,763  

２．受取手形及び売掛金   20,609   20,618  

３．有価証券   314   75  

４．たな卸資産   2,209   2,972  

５．未収金   1,670   3,405  

６．繰延税金資産   1,783   5,871  

７．その他   2,261   2,369  

８．貸倒引当金   △   550   △   453  

流動資産合計   39,743 39.3  64,623 44.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（１）建物及び構築物 ※1 3,203   4,182   

減価償却累計額  980 2,222  1,183 2,998  

（２）機械装置及び運搬具  44   37   

減価償却累計額  33 11  23 13  

（３）工具器具備品  2,349   4,722   

減価償却累計額  1,582 766  1,987 2,734  

（４）土地 ※1  2,275   2,275  

有形固定資産合計   5,276 5.2  8,021 5.4 

２．無形固定資産        

（１）連結調整勘定   774   278  

（２）その他   1,110   1,159  

無形固定資産合計   1,885 1.9  1,438 1.0 

３．投資その他の資産        

（１）投資有価証券 ※2  33,596   57,965  

（２）長期貸付金   1,126   1,309  

（３）出資金 ※2  6,945   34  

（４）敷金保証金   3,824   4,522  

（５）破産債権等   5,165   806  

（６）繰延税金資産   18,689   7,578  

（７）その他   2,487   3,093  

（８）投資損失引当金   △ 12,166   △    590  

（９）貸倒引当金   △  5,505   △  1,797  

投資その他の資産合計   54,164 53.6  72,921 49.6 

固定資産合計   61,325 60.7  82,381 56.0 

資産合計   101,068 100.0  147,005 100.0 
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     （単位：百万円）

前連結会計年度 
平成16年３月31日現在 

当連結会計年度 
平成17年３月31日現在 

連結会計年度 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 

（負債の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金 ※1  14,162   12,587  

２．短期借入金   1,719   3  

３．一年以内償還予定の社債   200   ―  

４．未払金 ※1  4,377   11,066  

５．未払法人税等   1,055   1,397  

６．前受金   ―   3,207  

７．賞与引当金   168   626  

８．その他   3,509   1,790  

流動負債合計   25,193 24.9  30,677 20.9 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   3,300   1,700  

２．長期借入金   4   10  

３．長期前受金   ―   24,278  

４．役員退職慰労引当金   84   97  

５．その他   95   121  

固定負債合計   3,485 3.5  26,207 17.8 

負債合計   28,678 28.4  56,885 38.7 
        

（少数株主持分）        

少数株主持分   642 0.6  1,589 1.1 
        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※4  53,347 52.8  53,489 36.4 

Ⅱ 資本剰余金   24,353 24.1  24,507 16.7 

Ⅲ 利益剰余金   △ 10,431 △ 10.3  7,310 5.0 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   4,371 4.3  3,890 2.6 

Ⅴ 為替換算調整勘定   117 0.1  ― ― 

Ⅵ 自己株式 ※5  △    10 △  0.0  △    668 △  0.5 

資本合計   71,748 71.0  88,530 60.2 

  負債、少数株主持分及び資本合計   101,068 100.0  147,005 100.0 
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5.連結損益計算書 
 

 （単位：百万円）

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

連結会計年度 
 
 
 
科  目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

    ％   ％ 

Ⅰ 売上高   145,995 100.0  171,009 100.0 

Ⅱ 売上原価   79,108 54.2  80,373 47.0 

売上総利益   66,887 45.8  90,636 53.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1  49,819 34.1  68,933 40.3 

営業利益   17,068 11.7  21,702 12.7 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  193   42   

２．受取配当金  25   173   

３．投資有価証券売却益  5,932   7,553   

４．投資事業組合等収益  ―   258   

５．連結調整勘定償却額  369   360   

６．持分法による投資利益  ―   209   

７．その他  462 6,983 4.8 482 9,080 5.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  453   66   

２．持分法による投資損失  277   ―   

３．出資金損失負担額  2,235   ―   

４．貸倒引当金繰入額  322   67   

５．貸倒損失  ―   156   

６．支払手数料  ―   220   

７．その他  1,133 4,422 3.0 675 1,186 0.7 

経常利益   19,628 13.5  29,596 17.3 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※2 1   ―   

２．投資有価証券売却益  805   898   

３．持分変動によるみなし売却益             ―   1,200   

４．社債買入消却益 ※3 4   ―   

５．貸倒引当金戻入益  124   214   

６．その他  0 936 0.6 27 2,341 1.4 

 

 

 



 

13 

 

 
     （単位：百万円）

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

連結会計年度 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除売却損 ※4 447   70   

２．投資有価証券評価損  484   1,201   

３．投資有価証券売却損  15   1,583   

４．投資損失引当金繰入額  1,649   ―   

５．連結調整勘定一括償却額  ―   250   

６．訴訟和解金  1,018   ―   

７．その他  11 3,626 2.5 130 3,237 1.9 

税金等調整前当期純利益   16,939 11.6  28,700 16.8 

法人税、住民税及び事業税  1,222   1,388   

法人税等調整額  5,057 6,279 4.3 7,484 8,872 5.2 

少数株主利益   32 0.0  362 0.2 

当期純利益  10,626 7.3  19,466 11.4 
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6.連結剰余金計算書 
 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

連結会計年度 
 
 
 
科  目 金        額 金        額 

      
（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   29,220  24,353 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．増資による新株式の発行  79  154  

２．転換社債転換による新株式の発行  2,739  ―  

３．自己株式処分差益  ― 2,819 ― 154 

Ⅲ 資本剰余金減少高      

１．資本準備金取崩に伴う資本剰余金減少高    7,686  ― 

Ⅳ 資本剰余金期末残高   24,353  24,507 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △   28,745  △ 10,431 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当 期 純 利 益  10,626  19,466  

２．資本剰余金取崩に伴う利益剰余金増加高   7,686 18,313 ― 19,466 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金   ―  1,723 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   △   10,431  7,310 
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7.連結キャッシュ・フロー計算書 
 

 （単位：百万円）

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

連結会計年度 
 
 
 

科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 16,939 28,700 

減価償却費  966 1,246 

連結調整勘定償却額  393 587 

貸倒引当金の増減額  △      22 427 

投資損失引当金の増減額  1,838 41 

受取利息及び受取配当金  △    218 △   216 

支払利息  453 66 

投資有価証券売却損益  △   6,722 △  6,868 

投資有価証券評価損  484 1,201 

投資事業組合等損益  2,235 △   258 

持分法による投資損益  277 △   209 

固定資産除売却損益  446 70 

社債買入消却損益  △      4 61 

訴訟和解金  1,018 ― 

売上債権の増減額  △   5,795 △   384 

たな卸資産の増減額  407 △   944 

未収金の増減額  547 △   664 

仕入債務の増減額  3,339 △    1,576 

未払金の増減額  102 2,881 

前受金の増減額  ― 26,324 

その他営業債権の増減額  △    1,673 △        4 

その他営業債務の増減額  758 206 

その他営業活動によるキャッシュ・フロー 968 △    64 

小計  16,737 50,622 

利息及び配当金の受取額  85 213 

利息の支払額  △    442 △       83 

法人税等の支払額  △     669 △    2,670 

法人税等の還付額 318 ― 

訴訟和解金の支払額 △    1,018 ― 

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,010 48,081 
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 （単位：百万円）

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

連結会計年度 
 
 
 

科  目 金 額 金 額 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形無形固定資産の取得による支出 △     862 △  3,747 

有形無形固定資産の売却による収入 24 28 

投資有価証券の取得による支出 △   7,331 △ 47,233 

投資有価証券の売却による収入 9,533 25,425 

子会社株式の取得による支出 △   747 △      16 

子会社株式の売却による収入 65 117 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入  － 144 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出  － △   18 

出資金の払込による支出 △    293 － 

出資金の回収による収入 2,098 － 

貸付けによる支出 △     139 △    1,143 

貸付金の回収による収入 308 426 

敷金保証金の払込による支出 △    760 △     848 

敷金保証金の回収による収入 526 167 

その他の投資活動によるキャッシュ・フロー △     307 338 

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,115 △  26,360 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 200 300 

短期借入金の返済による支出 △    306 △     300 

長期借入金の返済による支出 △  3,118 △   1,725 

社債の買入及び償還による支出 △  28,752 △   1,861 

株式の発行による収入 129 1,971 

有償減資による支出 △   4,699 － 

自己株式の取得による支出 △    7 △     657 

配当金の支払額 － △   1,715 

財務活動によるキャッシュ・フロー △  36,555 △   3,989 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △      76 32 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △  19,506 17,764 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 29,669 10,337 

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の増加額  173 10 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 10,337 28,111 
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８-1．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

         連結会計年度 
 
項  目 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１.連結の範囲に関する

事項 

 

（１）連結子会社数 35社 

主要な連結子会社の名称は、「１．企業

集団の状況」に記載しているため省略し

ております。 

㈱ｺｰﾙ･ﾄｩ･ｳｪﾌﾞ長野他11社は新規設立に

より、連結の範囲に加えております。 

㈱ﾀﾞｲﾚｸﾄ･ｼﾞｬﾊﾟﾝは他の連結子会社に吸

収合併されたことにより、上記連結子会

社数には含んでおりません。 

㈱ｲﾝﾌｫｻｰﾋﾞｽ他1社は㈱ｼﾞｪｲｱﾝﾄﾞｴｲﾁｺｰﾎﾟ

ﾚｰｼｮﾝに吸収合併されたことにより、上記

連結子会社数には含んでおりません。 

㈱ｼﾞｪｲｱﾝﾄﾞｴｲﾁｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝは㈱ｲﾝﾌｫｻｰﾋﾞｽ

他1社との合併後に㈱ｲﾝﾌｫｻｰﾋﾞｽに社名変

更しました。 

㈱HBBは㈱ｴｰｼﾞｪﾝﾄより社名変更しまし

た。 

㈱ｵｰｸ情報通信他１社は、連結財務諸表

作成のための経営管理体制が整備された

ため、持分法適用の非連結子会社から連

結子会社としました。 

（１）連結子会社数 70社 

主要な連結子会社の名称は、「１．企業

集団の状況」に記載しているため省略し

ております。 

㈱ｴｲﾁ･ﾃｨ･ｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ他35社は新規設立に

より、連結の範囲に加えております。 

㈱ｴｰｺｰｼｽﾃﾑ他１社は株式の追加取得によ

り、持分法適用関連会社から連結の範囲

へと加えております。 

㈱ｺｰﾙ･ﾄｩ･ｳｪﾌﾞ柏は清算により、連結の

範囲から除外しております。 

㈱ｺｰﾙ･ﾄｩ・ｳｪﾌﾞ水戸他１社は株式の売却

により持分法適用関連会社となりました

ので、連結の範囲から除外しておりま

す。 
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         連結会計年度 
 
項  目 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

２.持分法の適用に関す

る事項 

（１）持分法適用の非連結子会社数０社 

 

㈱ｵｰｸ情報通信他１社は、連結財務諸表

作成のための経営管理体制が整備された

ため、持分法適用の範囲から除外し、連

結の範囲に含めました。 

（１）持分法適用の非連結子会社 

 

――――――――――――― 

 

（２）持分法適用の関連会社数 ８社 

主要な持分法適用の関連会社 

㈱釣りﾋﾞｼﾞｮﾝ  

 ㈱ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

㈱ﾍﾞﾈﾌｨｯﾄｼﾞｬﾊﾟﾝは株式の売却により持

分が減少したため持分法適用の範囲から

除外しました。 

Pixo,Inc.他１社は株式の売却により持

分法適用の範囲から除外しました。 

㈱ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ他２社は株式の取得によ

り持分法適用の範囲に加えました。 

（２）持分法適用の関連会社数 18社 

主要な持分法適用の関連会社 

 ㈱釣りﾋﾞｼﾞｮﾝ 

 ㈱ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ 

ﾊﾞﾘｽﾄﾗｲﾄﾞ㈱他９社は株式の取得により

持分法適用の範囲に加えております。 

ｱｲﾗｯｸ㈱は株式の追加取得により持分法

適用の範囲に加えております。 

㈱ｺｰﾙ･ﾄｩ･ｳｪﾌﾞ水戸他１社は株式の売却

により連結の範囲から持分法適用の範囲

へと加えております。 

Intranets.com Inc.は株式の売却によ

り持分法適用の範囲から除外しました。 

㈱ｴｰｺｰｼｽﾃﾑ他１社は株式の追加取得に

より連結子会社となりましたので、持分

法適用の範囲から除外しました。 

 

（３）持分法を適用しない関連会社のう

ち主要な会社 

ｱﾄﾞｹﾞｰﾀｰ㈱ 

㈱ｱｲﾌｪｲｽ 

（３）持分法を適用しない関連会社のう

ち主要な会社 

ｱﾄﾞｹﾞｰﾀｰ㈱ 

 

（４）持分法を適用していない関連会

社は、それぞれ連結純損益及び利益剰

余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。 

（４）     同  左 

 

（５）持分法適用会社のうち、決算日

が連結決算日と異なる会社について

は、各社の事業年度に係る財務諸表又

は仮決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

（５）     同  左 
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         連結会計年度 
 
項  目 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

３.連結子会社の事業年

度等に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結子会社のうち、㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭ他２社

の中間決算日が３月末日でありますが、

連結決算日との差異が３ヶ月を超えない

ため、連結財務諸表の作成にあたって

は、決算日に基づく財務諸表を使用して

おります。 

また、連結子会社の決算期変更によ

り、㈱ｵｰﾋﾞｰｴﾑ他４社が14ヶ月、㈱ｼﾞｪｰ･

ﾃｨｰ･ｼｰが15ヶ月間の財務諸表を使用してお

ります。 

 

連結子会社のうち、㈱ｸﾚｲﾌｨｯｼｭ他２社

の中間決算日が３月末日でありますが、連

結決算日との差異が３ヶ月を超えないた

め、連結財務諸表の作成にあたっては、連

結決算日に基づく財務諸表を使用しており

ます。 

また、連結子会社の決算期変更によ

り、㈱HBBの中間決算日が3月末日となりま

したが、連結決算日との差異が３ヶ月を超

えないため、連結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結決算日に基づく財務諸表を使用

しております。 

 

４.会計処理基準に関す

る事項 

 

 

 

 

（1）重要な資産の評価

基準及び評価方法 

 

 

 

 

 

 

 

イ．有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理しております。また、売却原価は、

移動平均法により算定しておりま

す。） 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

イ．有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同  左 

 

 

 

 

②時価のないもの 

同  左 

 

 

③投資事業有限責任組合への出資 

入手可能な直近の決算書に基づき、組

合等の損益及びその他有価証券の評価差

額のうち、当社の持分相当額を投資事業

組合等損益及びその他有価証券評価差額

金として投資有価証券に加減する方法に

よっております。 

 

 

ロ．デリバティブ 

時価法 

 

ロ．デリバティブ 

同  左 

 

 ハ．たな卸資産 

①商品 

総平均法による原価法 

②貯蔵品 

最終仕入原価法 

ハ．たな卸資産 

①商品 

同  左 

②貯蔵品 

同  左 
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         連結会計年度 
 
項  目 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

（２）重要な減価償却

資産の減価償却の方

法 

 

 

 

イ．有形固定資産 

主として定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。 

 

建物及び構築物    ３～50年 

機械装置及び運搬具  ３～６年 

工具器具備品     ３～15年 

 

イ．有形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては社

内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

ロ．無形固定資産 

同  左 

 

 

 

 

 

ハ．長期前払費用 

定額法によっております。 

 

ハ．長期前払費用 

同  左 

 

（３）重要な引当金の

計上基準 

 

 

 

 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。 

 

イ．貸倒引当金 

同  左 

 

 

ロ．投資損失引当金 

投資先に対する投資損失の発生に備

えるため、財政状態等を勘案し必要と

認められる金額を計上しております。 

ロ．投資損失引当金 

同  左 

 

 

ハ．賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出

に備え、支給見込額に基づき計上して

おります。 

 

ハ．賞与引当金 

同  左 

 

 

ニ．役員退職慰労引当金 

役員の退職による退職慰労金の支出に

備え、役員退職慰労金規程による要支

給額を計上しております。 

 

ニ．役員退職慰労引当金 

同  左 
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         連結会計年度 
 
項  目 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

（４）重要な外貨建の

資産又は負債の本邦

通貨への換算の基準 

 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

 

同  左 

 

（５）重要なリース取

引の処理方法 

 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同  左 

 

（６）重要なヘッジ会

計の方法 

 

 

 

イ．ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワップ

については、特例処理を採用しておりま

す。 

 

イ．ヘッジ会計の方法 

        同  左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象   

 ヘッジ手段 

金利スワップ 

 

 ヘッジ対象 

将来の金利変動に係わる市場リスクの

ある借入金の利息 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同  左 

 

 ヘッジ対象 

        同  左 

 

ハ．ヘッジ方針 

金利スワップは、借入金の金利変動を

回避する目的で行っており、ヘッジ対象

の識別は、個別契約毎に行っておりま

す。 

 

ハ．ヘッジ方針 

同  左 

 

 ニ．へッジの有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例処理を

採用しているため、ヘッジの有効性の評

価を省略しております。 

 

 

ニ．へッジの有効性評価の方法 

        同  左 

（７）その他連結財務

諸表作成のための重

要な事項 

イ．消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、原則として税

抜方式によっております。 

 

イ．消費税等の会計処理 

同  左 

 

 ロ．連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

ロ．連結納税制度の適用 

        同  左 



 

 

 

22

 

         連結会計年度 
 
項  目 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

５.連結子会社の資産及

び負債の評価に関す

る事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては､全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同  左 

６.連結調整勘定の償却

に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年

間で均等償却を行っておりますが、金額

が僅少なものについては発生時一括償却

を行っております。 

 

同  左 

７.利益処分項目等の取

扱に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分または損失処理に基

づいて作成しております。 

同  左 

８.連結キャッシュ・フ

ロー計算書における

資金の範囲 

 

 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

 

同  左 

 

 



 

 

 

23

8-2．連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

前連結会計年度 
 自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
 自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日 

当社の連結子会社は、従来、携帯電話の量販店に対

する売上については、商品売上高と販売手数料を相殺

した純額を「売上高」として計上しておりましたが、

当連結会計年度より、商品売上は「売上高」、販売手

数料は「販売費及び一般管理費」として各々総額で計

上する方法に変更しております。この変更は、従来の

直営店における消費者向け販売に加え、当連結会計年

度より量販店内におけるインショップ形式での携帯電

話販売を本格的にスタートさせ、それに伴い量販店向

け携帯販売が増大したことを受け、商品売上高と販売

手数料とをそれぞれ区分して表示し、取引規模及び損

益区分をより適正に表示するために行ったものであり

ます。この変更により、従来の方法と比べて、売上

高、売上総利益、販売費及び一般管理費がそれぞれ

6,384百万円増加しております。なお、営業利益以下

の項目には影響はありません。 

当変更がセグメント情報に与える影響は、「セグメ

ント情報」に記載しております。 

――――――――――――――――――――― 
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8-3．表示方法の変更 
 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

（連結貸借対照表） 

「破産債権等に準ずる債権」については、前連結会計

年度において区分掲記しておりましたが、区分掲記の基

準以下の状況が継続しているため、当連結会計年度から

「固定化債権」に含めて表示することとしました。な

お、当連結会計年度末の「破産債権等に準ずる債権」は

588百万円であります。また、「固定化債権」は、より

適切な科目として表示するため、当連結会計年度より

「破産債権等」に変更いたしました。 

 

（連結貸借対照表） 

 

 １.「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となること及び「金融商品会計に関す

る実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年2

月15日付で改正されたことに伴い、前連結会計年度まで

投資その他の「出資金」として表示しておりました投資

事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(証券

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

を当連結会計年度より「投資有価証券」として表示する

方法に変更しております。なお、当連結会計年度の「投

資有価証券」に含まれる当該出資の額は、5,973百万円

であり、前連結会計年度における投資その他の資産の

「出資金」に含まれている当該出資金の額は6,911百万

円であります。 

 

 ２.「前受金」は、前連結会計年度においては、流動

負債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当連

結会計年度において資産の総額の100分の５を超えたた

め、区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「前受金」の金額は、1,161百万円であります。 

 

（連結損益計算書） 

営業外費用の「貸倒損失」については、前連結会計年

度において区分掲記しておりましたが、区分掲記の基準

以下の状況が継続しているため、当連結会計年度から営

業外費用の「その他」に含めて表示することとしまし

た。なお、当連結会計年度末の「貸倒損失」は69百万円

であります。 

（連結損益計算書） 
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前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 １. 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16

年法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び「金融商品会計に関

する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年

2月15日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度か

ら投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

(証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの)に対する評価益を「出資金利益計上額」から「投

資事業組合等収益」にする方法に変更いたしました。 

 ２.営業外費用の「貸倒損失」については、前連結会

計年度に「その他」に含めて表示しておりましたが、当

連結会計年度において営業外収益の100分の10を超えた

ため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度の

「貸倒損失」は69百万円であります。 

 ３.営業外費用の「支払手数料」については、前連結

会計年度に「その他」に含めて表示しておりましたが、

当連結会計年度において営業外収益の100分の10を超え

たため、区分掲記しております。なお、前連結会計年度

の「支払手数料」は126百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

１.営業活動によるキャッシュ・フローの「未収消費

税等の増減額」は、前連結会計年度において区分掲記し

ておりましたが、金額的重要性に鑑み、「その他の営業

活動によるキャッシュ・フロー」に含めて表示すること

としました。なお、当連結会計年度の「その他の営業活

動によるキャッシュ・フロー」に含まれる未収消費税等

の増減額は8百万円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 

２.営業活動によるキャッシュ・フローの「貸倒損

失」は、前連結会計年度において区分掲記しておりまし

たが、金額的重要性に鑑み、「その他の営業活動による

キャッシュ・フロー」に含めて表示することとしまし

た。なお、当連結会計年度の「その他の営業活動による

キャッシュ・フロー」に含まれる貸倒損失は74百万円で

あります。 
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前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

３.投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定

資産の取得による支出」と「無形固定資産の取得による

支出」は、前連結会計年度において区分掲記しておりま

したが、金額的重要性に鑑み、より明瞭に表示するため

「有形無形固定資産の取得による支出」として科目を統

合して表示することとしました。なお、当連結会計年度

の「有形無形固定資産の取得による支出」に含まれる有

形固定資産の取得による支出は641百万円、無形固定資

産の取得による支出は220百万円であります。 

 

４.投資活動によるキャッシュ・フローの「有形固定

資産の売却による収入」と「無形固定資産の売却による

収入」は、前連結会計年度において区分掲記しておりま

したが、金額的重要性に鑑み、より明瞭に表示するため

「有形無形固定資産の売却による収入」として科目を統

合して表示することとしました。なお、当連結会計年度

の「有形無形固定資産の売却による収入」に含まれる有

形固定資産の売却による収入は20百万円、無形固定資産

の売却による収入は4百万円であります。 

 

５.投資活動によるキャッシュ・フローの「短期貸付

金の払込による支出」と「長期貸付金の払込による支

出」は、前連結会計年度において区分掲記しておりまし

たが、金額的重要性に鑑み、より明瞭に表示するため

「貸付けによる支出」として科目を統合して表示するこ

ととしました。なお、当連結会計年度の「貸付けによる

支出」に含まれる短期貸付金の払込による支出は106百

万円、長期貸付金の払込による支出は33百万円でありま

す。 

 

 

６.投資活動によるキャッシュ・フローの「短期貸付

金の回収による収入」と「長期貸付金の回収による収

入」は、前連結会計年度において区分掲記しておりまし

たが、金額的重要性に鑑み、より明瞭に表示するため

「貸付金の回収による収入」として科目を統合して表示

することとしました。なお、当連結会計年度の「貸付金

の回収による収入」に含まれる短期貸付金の回収による

収入は131百万円、長期貸付金の回収による収入は176百

万円であります。 
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前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 １.営業活動によるキャッシュ・フローの「前受金の

増減額」は、前連結会計年度において「その他の営業債

務の増減額」に含めて表示しておりましたが、金額的重

要性に鑑み、区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「前受金の増減額」による収入は498百万円であ

ります。 

 ２. 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16

年法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16

年12月１日より適用となること及び「金融商品会計に関

する実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年

2月15日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度か

ら投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資

(証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされる

もの)に対する評価益を「出資金損失負担額」から「投

資事業組合等損益」にする方法に変更いたしました。 

 

 ３.「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年

法律第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年

12月１日より適用となること及び「金融商品会計に関す

る実務指針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年2

月15日付で改正されたことに伴い、当連結会計年度から

投資事業有限責任組合及びそれに類する組合(証券取引

法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)に対

する収入を「出資金の回収による収入」から「投資有価

証券の売却等による収入」に計上する方法に変更いたし

ました。なお、当連結会計年度の「投資有価証券の売却

等による収入」に含まれる当該出資に対する収入は

1,589百万円であります。 
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9-1．注記事項(連結貸借対照表関係) 
 

 

前連結会計年度 
平成16年３月31日現在 

当連結会計年度 
平成17年３月31日現在 

  

※１．担保提供資産 

（担保に供している資産） 

定期預金             1,773百万円 

土地               2,153百万円 

建物              1,040百万円 

（上記に対応する債務） 

買掛金             7,091百万円 

未払金                76百万円 

 土地及び建物を製品供給取引及び請負取引から生

じる債務（当期末残高3,934百万円）に対して担保提

供しております。 

 当該債務に係る根抵当権の極度額は1,166百万円で

す。 

※１．担保提供資産 

（担保に供している資産） 

定期預金             1,566百万円 

土地               2,153百万円 

建物              1,007百万円 

（上記に対応する債務） 

買掛金             6,056百万円 

未払金                 3百万円 

 土地及び建物を製品供給取引及び請負取引から生

じる債務（当期末残高4,166百万円）に対して担保提

供しております。 

 当該債務に係る根抵当権の極度額は1,166百万円で

す。 

※２．関連会社に対するものは次の通りであります。 

 

投資有価証券(株式)        1,171百万円 

投資有価証券(社債)           0百万円 

出資金                 0百万円 

 

※２．関連会社に対するものは次の通りであります。 

 

投資有価証券(株式)        1,257百万円 

投資有価証券(社債)           0百万円 

出資金                 0百万円 
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前連結会計年度 
平成16年３月31日現在 

当連結会計年度 
平成17年３月31日現在 

  

 ３．偶発債務 

以下の会社のリース取引に対し、債務保証を行って

おります。 

 ３．偶発債務 

以下の会社のリース取引に対し、債務保証を行って

おります。 

保証先 金額 保証先 金額 

    リース取引に対する債務保証 百万円      リース取引に対する債務保証 百万円  

㈱ﾃﾞｨｼﾞｯﾄﾌﾞﾚｰﾝ 26 ㈱ﾒｶﾞﾌﾞﾚｰﾝ 3 

㈱ｴﾑｽﾀ 3 計 3 

計 29   

 

(注)㈱ﾒｶﾞﾌﾞﾚｰﾝは、㈱ﾃﾞｨｼﾞｯﾄﾌﾞﾚｰﾝが社名変更した

ものであります。 

 

※４．発行済株式総数 

当社の発行済株式総数は、普通株式 57,469,542株

であります。 

 

 ※４．発行済株式総数 

当社の発行済株式総数は、普通株式 57,719,742株

であります。 

 

※５．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 5,287株

であります。 

 

※５．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 146,002

株であります。 

 

 ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行２行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額      3,000百万円 

借入実行残高         ―    

差引額          3,000 

 

 ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実

行残高は次のとおりであります。 

 

当座貸越極度額       4,500百万円 

借入実行残高         ―    

差引額           4,500    
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9-2．注記事項(連結損益計算書関係) 
 

 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

販売手数料         16,716百万円 

給料            11,739百万円 

雑給             4,031百万円 

地代家賃            2,480百万円 

賞与引当金繰入額         168百万円 

貸倒引当金繰入額         279百万円 

 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 

販売手数料         23,472百万円 

給料            14,627百万円 

雑給             6,629百万円 

地代家賃            2,986百万円 

賞与引当金繰入額         626百万円 

貸倒引当金繰入額         705百万円 

 

※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま

す。 

※２．     ――――――――――――― 

工 具 器 具 備 品 1百万円  

      

    

※３．社債買入消却益 

当社無担保社債 114百万円の買付けを行い、当該

社債の消却を実施したことに伴い発生したものであ

ります。 

※３．     ――――――――――――― 

※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま

す。 

建 物 及 び 構 築 物 240 百万円 建 物 及 び 構 築 物 52 百万円

 工 具 器 具 備 品 119   工 具 器 具 備 品 16  

そ の 他 88 そ の 他 1 

計 447  計 70 
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9-3．注記事項(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
 

 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年３月31日現在） 

現金及び預金勘定           11,446百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △ 2,026百万円 

３ヶ月以内に満期の到来する債券等      314百万円 

預け金                 602百万円 

現金及び現金同等物          10,337百万円 

 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定            29,763百万円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △ 1,771百万円 

３ヶ月以内に満期の到来する債券等       63百万円 

預け金                  56百万円 

現金及び現金同等物          28,111百万円 

 
  

２．重要な非資金取引の内容 

（１）当社の転換社債の転換 

転換社債の転換による資本金増加額     2,739百万円 

転換社債の転換による資本準備金増加額 2,739百万円 

転換による転換社債減少額        5,480百万円 

 

２．   ――――――――――――― 
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10．リース取引 
 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．借主側 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 
 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額    

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 

  百万円 百万円 百万円    百万円 百万円 百万円  

 建物及び構築物 3 2 0   建物及び構築物 3 3 －  

 工具器具備品 2,244 265 1,978   工具器具備品 4,038 868 3,170  

 合 計 2,247 268 1,979   合 計 4,042 872 3,170  

            

（注）取得価額相当額は、前連結会計年度まで支払利

子込み法によって算定しておりましたが、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が増加したため、当連結会計年度より支払利子抜き

法により算定しております。 

 なお、支払利子込み法により算定した金額は以下の

とおりであります。 

 

（注）取得価額相当額は、支払利子抜き法により算定

しております。 

 

 
 

取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

      
 

  百万円 百万円 百万円        

 建物及び構築物 3 2 0        

 工具器具備品 2,428 284 2,144        

 合 計 2,432 287 2,145        
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前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 375百万円 １年内 708百万円 

１年超 1,611百万円 １年超 2,509百万円 

合計 1,986百万円 合計 3,218百万円 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、前連結会計年

度まで支払利子込み法によって算定しておりました

が、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が増加したため、当連結会計年度よ

り支払利子抜き法により算定しております。 

  なお、支払利子込み法により算定した金額は以下の

とおりであります。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、支払利子抜き

法により算定しております。 

  

    

１年内 430百万円   

１年超 1,715百万円   

合計 2,145百万円   

  

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 268百万円 支払リース料 654百万円 

減価償却費相当額 248百万円 減価償却費相当額 603百万円 

支払利息相当額 36百万円 支払利息相当額 85百万円 

（注）支払利子込み法により算定した当連結会計年度の

支払リース料、減価償却費相当額は以下のとおりであり

ます。 

 

支払リース料 268百万円   

減価償却費相当額 268百万円   

    

（４）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

          同  左 

（５）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

 

（５）利息相当額の算定方法 

         同  左 
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前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

２．貸主側 ２．貸主側 

（１）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残

高 

（１）リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期

末残高 

 
 取得価額 

減価償却 
累 計 額 

期末残高    取得価額 
減価償却 
累 計 額 

期末残高 
 

  百万円 百万円 百万円  百万円 百万円 百万円  

 工具器具備品 2,202 237 1,965 工具器具備品 4,015 824 3,191  

 合 計 2,202 237 1,965 合 計 4,015 824 3,191  

  

（２）未経過リース料期末残高相当額 （２）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 298百万円 １年内 533百万円 

１年超 1,735百万円 １年超 2,713百万円 

合計 2,033百万円 合計 3,246百万円 

  

（３）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 （３）受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 

受取リース料 350百万円 受取リース料 952百万円 

減価償却費 234百万円 減価償却費 587百万円 

受取利息相当額 181百万円 受取利息相当額 563百万円 

    

（４）利息相当額の算定方法 （４）利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。 

 

  上記の物件はすべて転リースによる物件であります。 

         同  左 
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11．有価証券 
 

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

前連結会計年度（平成16年３月31日現在） 当連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 種類 
取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

（1）株式 7,362 13,886 6,524 44,026 48,496 4,469 

（2）債券 ― ― ― ― ― ― 

（3）その他 ― ― ― ― ― ― 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えるも
の 

小計 7,362 13,886 6,524 44,026 48,496 4,469 

（1）株式 22 22 △   0 509 474 △  35 

（2）債券       

  ①社債 ― ― ― ― ― ― 

（3）その他 ― ― ― ― ― ― 

連結貸借対
照表計上額
が取得原価
を超えない
もの 

小計 22 22 △   0 509 474 △  35 

合計 7,384 13,908 6,523 44,536 48,970 4,434 

 

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 （単位：百万円） 

前連結会計年度 
(自平成15年４月１日 至平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

8,377 6,807 821 22,237 8,739 1,874 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 種類 

連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券   

(1)非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 18,475 7,636 

(2)非上場社債 41 113 

(3)マネー・マネジメント・ファ
ンド等 250 50 

(4)その他 63 13 

合計 18,830 7,812 

 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 （単位：百万円） 

前連結会計年度（平成16年３月31日現在） 当連結会計年度（平成17年３月31日現在） 
種類 

１年以内 １年超５年以内 
５年超10年
以内 10年超 １年以内 

１年超５年
以内 
５年超10年
以内 10年超 

１．債券         

(1)社債 ― ― ― ― 12 36 ― ― 
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12．デリバティブ取引 
１．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

(1)取引の内容 (1)取引の内容 

 当社は、借入金の金利変動にかかる市場リスクを回

避する目的で、金利スワップ取引を利用しておりま

す。 

 当社は、借入金の金利変動にかかる市場リスクを回

避する目的で、金利スワップ取引を利用しておりま

す。 

(2)取引に対する取組方針及び利用目的 (2)取引に対する取組方針及び利用目的 

 将来の市場価格の変動による市場リスク回避を目的

としており、投機的な取引は行わない方針です。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。ヘッジ会計の方法、ヘッジ手段、

ヘッジ対象、ヘッジ方針及びヘッジの有効性の評価方

法は、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項４．（6）重要なヘッジ会計の方法に記載のとおり

であります。 

 

           同  左 

(3)取引に係るリスクの内容 (3)取引に係るリスクの内容 

 金利変動リスクを有しております。なお、取引は実

需に基づいたもので、市場リスクを効果的に相殺して

おり、これらの取引のリスクは重要なものではありま

せん。また、デリバティブ取引の契約先は信用度の高

い国内の金融機関であるため、相手側の契約不履行に

よるリスクはほとんど無いと判断しております。 

 

         同  左 

 

(4)取引に係るリスク管理体制 (4)取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引については、社内管理規程に従

い、取引前に審査部による社内審査を経ること、及び

取締役会で承認可決されることが義務付けられており

ます。 

 また、取引実施期間中は定時取締役会での報告を義

務付けております。 

 

         同  左 
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２．取引の時価等に関する事項 

 

  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 

（１）通貨関連 

前連結会計年度（平成16年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

 

（２）金利関連 

前連結会計年度（平成16年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い 

ております。 

 

当連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除い 

ております。 
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13．税効果会計関係 
 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

<繰延税金資産> <繰延税金資産> 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,172百万円 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,313百万円 

投資損失引当金否認 14,333 投資損失引当金否認 3,714 

投資有価証券評価損否認 13,421 投資有価証券評価損否認 23,745 

出資金損失否認 2,322 出資金損失否認 2,376 

貸倒損失否認 1,586 貸倒損失否認 2,900 

繰越欠損金 32,061 繰越欠損金 26,892 

その他      910 その他      909 

小  計 66,808 小  計 61,852 

評価性引当額 △ 43,206 評価性引当額 △ 45,636 

繰延税金資産合計 23,602 繰延税金資産合計 16,216 

  

<繰延税金負債> <繰延税金負債> 

その他有価証券評価差額金 3,126 その他有価証券評価差額金 2,696 

その他         2 その他       97 

繰延税金負債合計    3,129 繰延税金負債合計    2,793 

繰延税金資産の純額   20,473 繰延税金資産の純額   13,422 

    
 
なお、連結納税制度を適用しており、評価性引当額
の内訳は以下の通りです。 
 
 
 

法人税                   25,593百万円 
住民税                    7,247 
事業税                   10,366 
合 計                   43,206 

 
 

 
なお、連結納税制度を適用しており、評価性引当額
の内訳は以下の通りです。 
 
 
 

法人税                 29,718百万円 
住民税                  6,522 
事業税                  9,394 
合 計                 45,636 

 
 

※当連結会計年度の繰延税金資産の純額は連結貸借対
照表の以下の項目に含まれております。 
 
流動資産－繰延税金資産          1,783百万円 
固定資産－繰延税金資産        18,689 
固定負債－その他         △     0 

 
 

※当連結会計年度の繰延税金資産の純額は連結貸借対
照表の以下の項目に含まれております。 
 
流動資産－繰延税金資産          5,871百万円 
固定資産－繰延税金資産         7,578 
流動負債－その他         △     0 
固定負債－その他         △    25 
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前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 

 法定実効税率               42.0％ 

 交際費等永久に損金に算入されない項目    2.9 

 受取配当金等永久に益金に算入されない項目△9.0 

 住民税均等割等               0.9 

 連結調整勘定                1.0 

 関連会社持分法投資損失           0.7 

 未実現利益の税率差異等         △0.2 

 子会社株式売却損            △1.5 

 評価性引当額の増減             0.5 

 その他                 △0.2 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率    37.1 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 

 法定実効税率               40.6％ 

 交際費等永久に損金に算入されない項目    0.6 

 住民税均等割等               0.5 

 連結調整勘定                0.8 

 関連会社持分法投資利益         △0.3 

 評価性引当額の増減           △9.1 

 その他                 △2.2 

 税効果会計適用後の法人税等の負担率    30.9 
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14．セグメント情報 
 

１.事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
 

 
(単位：百万円)

 SHOP事業 法人事業 その他事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益       

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高          82,863 58,919 4,212 145,995 － 145,995 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高          650 1,236 － 1,887  (1,887) － 

計 83,513 60,156 4,212 147,883 (1,887) 145,995 

営業費用 75,414 53,490 3,524 132,429 (3,502) 128,927 

営業利益 8,099 6,666 688 15,453 1,614  17,068 

 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出       

資産 19,952 26,411 3,042 49,406 51,662 101,068 

 減価償却費 343 248 91 683 282 966 

 資本的支出 275 213 62 551 311 862 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、品目の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております｡ 

２．各区分に属する主要な品目 

事 業 区 分 主  要  品  目 

SHOP事業  移動体通信サービス手数料、移動体通信機器等 

法人事業 

 複写機、ファクシミリ、固定電話機、付属品、インターネット

関連・企画・提供・販売サービス手数料、マイライン加入取次手

数料等 

その他事業  保険契約取次手数料、投資事業等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は3,904百万円であり､その主なも

のは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、56,958百万円であり、その主なものは、

当社での余剰運用資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）、管理部

門に係る資産であります。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当社の連結子会社は当連

結会計年度より、携帯電話の量販店に対する売上の計上方法を変更しております。この変更により、従来

の方法と比べて、「SHOP事業」における売上高及び営業費用がそれぞれ6,384百万円増加しておりますが、

営業利益には影響ありません。 

６．事業区分変更の影響 

  当連結会計年度より、事業の種類別セグメントの構成内容を一部変更し、従来の「移動体通信事業」を

含め、店頭販売による事業活動を「SHOP事業」として表示いたします。また、従来の「OA機器販売事業」、

「テレマーケティング事業」、「インターネット関連事業」、及び「その他事業」のうち、中小企業を主

な顧客とした法人向け商品・サービスの販売事業を包括して「法人事業」として表示いたします。 

  この変更は、６ページ「３．経営成績及び財政状態」に詳細を記載のとおり、当社グループの組織再編

に鑑み、より各事業セグメントを営業の実態に合わせ適切に表示しようとするものです。今後、グループ

内外の商品・サービスを従来の販売経路に限定せず、グループ内の販売網を横断的に活用し販売活動を

行ってゆく方針と合致した事業区分に変更いたしました。 
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当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 
 

 
(単位：百万円)

 法人事業 保険事業 ＳＨＯＰ事業 
その他 
事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高          88,894 7,864 73,726 524 171,009 － 171,009 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高          1,195 － 1,733 － 2,928 (2,928) － 

計 90,089 7,864 75,459 524 173,938 (2,928) 171,009 

営業費用 79,254 5,450 70,603 422 155,729 (6,423) 149,306 

営業利益 10,835 2,414 4,856 102 18,208 3,494 21,702 

 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出        

資産 46,765 2,682 21,651 1,892 72,992 74,012 147,005 

 減価償却費 481 76 318 2 879 367 1,246 

 資本的支出 2,457 208 442 － 3,108 639 3,747 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、品目の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております｡ 

２．各区分に属する主要な品目 

事 業 区 分 主  要  品  目 

法 人 事 業 

複写機、ファクシミリ、固定電話機、付属品 

 インターネット関連・企画・提供・販売サービス手数料 

 マイライン加入取次手数料等 

保 険 事 業 保険契約取次手数料等 

Ｓ Ｈ Ｏ Ｐ 事 業  移動体通信サービス手数料、移動体通信機器等 

そ の 他 事 業          投資事業等 

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,296百万円であり､その主なも

のは当社の総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、81,893百万円であり、その主なものは、

当社での余剰運用資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券及び出資金）、管理部

門に係る資産であります。 

５．事業区分変更の影響 

  従来、保険事業は「その他事業」に含めて区分しておりましたが、当該事業の営業利益割合が増加する

とともにその重要性が高まっており、今後もこの傾向が予想されるため、セグメント別営業損益の実態を

より適切に表示するべく、当連結会計年度より「保険事業」として区分表示することに変更致しました。 

前連結会計年度を当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下のとお

りです。 
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 前連結会計年度を当連結会計年度の事業区分によった場合の事業の種類別セグメント情報は以下のとおりです。 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 
 

 
(単位：百万円)

 法人事業 保険事業 ＳＨＯＰ事業 
その他 
事業 計 消去又は全社 連結 

Ⅰ売上高及び営業損益        

売上高        

(1)外部顧客に対する売上高          58,919 3,485 82,863 726 145,995 － 145,995 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高          1,236 － 650 － 1,887 (1,887) － 

計 60,156 3,485 83,513 726 147,883 (1,887) 145,995 

営業費用 53,490 2,915 75,414 609 132,429 (3,502) 128,927 

営業利益 6,666 570 8,099 117 15,453 1,614  17,068 

 Ⅱ資産、減価償却費及び資本的支出        

資産 26,411 1,442 19,952 1,599 49,406 51,662 101,068 

 減価償却費 248 83 343 7 683 282 966 

 資本的支出 213 61 275 0 551 311 862 

 

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日）及び当連結会計年度（自平成16年４月１日 至

平成17年３月31日） 
本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

３．海外売上高 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日）及び当連結会計年度（自平成16年４月１日 至

平成17年３月31日） 

海外売上高は連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
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15．関連当事者との取引 
 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

（１）親会社および法人主要株主等  

該当事項はありません。 

 

（２）  （２）役員および個人主要株主等 （単位：百万円） 

関係内容 
属性 氏名 住所 資本金 

事業の内
容 
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員 山岸英樹 ― ― 当社執行役員(注) 

 
(被所有) 
直接 0.0 ― ― 貸付 10 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注） 山岸英樹は平成16年１月31日をもって当社執行役員を退任しております。また、退任時の残高はありま

せん。 

（３）子会社等 

該当事項はありません。 

 

 

（４）兄弟会社等 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

（１）親会社および法人主要株主等  

該当事項はありません。 

 

（２）役員および個人主要株主等 （単位：百万円） 

関係内容 
属性 氏名 住所 資本金 

事業の内
容 
又は職業 

議決権等の
所有(被所
有)割合 
(％) 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

役員 重田康光 (注)1 ― ― 当社代表取締役 

 
(被所有) 
直接 33.75 ― ― 会員権の売却 3 ― ― 

役員 玉村剛史  ― ― 当社代表取締役 

 
(被所有) 
直接 1.18 ― ― 固定資産の売却 1 ― ― 

 

  （注）１．重田 康光は「主要株主」にも該当いたします。  

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

   上記の取引価格は市場価格を参考に決定しております。 

 

（３）子会社等 

該当事項はありません。 

 

 

（４）兄弟会社等 

該当事項はありません。 
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16．1株当たり情報 
 

前連結会計年度 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

当連結会計年度 
自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり純資産額 1,248円57銭 １株当たり純資産額 1,532円48銭 

１株当たり当期純利益金額  187円99銭 １株当たり当期純利益金額  333円40銭 

潜在株式調整後１株当たり当期 
純利益金額 182円63銭 潜在株式調整後１株当たり当期 純利益金額 329円66銭 

 
（注）１株当たり当期純利益の金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 
前連結会計年度 
(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 10,626 19,466 

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― 300 

  （うち利益処分による役員賞与金） （  ―）    （  300） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 10,626 19,166 

期中平均株式数（株） 56,527,961 57,487,864 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） ― ― 

  （うち支払利息（税額相当額控除後）） （  ―） （  ―） 

  （うち事務手数料（税額相当額控除後）） （  ―） （  ―） 

普通株式増加数（株） 1,659,332 652,382 

（うち転換社債） （1,127,489） （    ―） 

（うち新株引受権） （ 235,653） （ 178,861） 

（うち新株予約権） （ 296,190） （ 473,521） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

新株予約権１種類（新株予

約権の個数4,955個）、及び連

結子会社発行の新株引受権附

社債１銘柄。 

新株予約権１種類（新株予

約権の個数680個） 
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平成17年３月期 個別財務諸表の概要 平成17年5月27日 

 
上場会社名 株式会社 光通信 上場取引所 東証第一部 

コード番号 9435 本社所在都道府県 東京都 

（ＵＲＬ http://www.hikari.co.jp）  

問合せ先 責任者役職 取締役管理本部長  

氏 名 儀同 康 ＴＥＬ (03)5951-3718 

決算取締役会開催日 平成17年５月27日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成17年６月24日 単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

 
１.平成17年３月期の業績(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

（１）経営成績 

(注)金額は百万円未満を切り捨て表示 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17年３月期 53,490 （ 55.1） 15,184 （152.6） 23,588 （135.6） 

16年３月期 34,496 （  8.5） 6,011 （△3.5） 10,009 （149.1） 

 
 当期純利益 

1株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

株主資本 

当期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高 

経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

17年３月期 4,440 (82.6) 72 02 71 21 5.2 20.6 44.1 

16年３月期 2,431 (  ―) 43 02 41 79 3.0 8.7 29.0 

（注）①期中平均株式数   17年３月期   57,487,864 株   16年３月期   56,527,961 株 

②会計処理の方法の変更 無 

 

 
（２）配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（ 年 間 ） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

17年３月期 40 00 0 00 40 00 2,302 55.5 2.7 

16年３月期 30 00 0 00 30 00 1,723 69.7 2.0 

 
（３）財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

17年３月期 123,561 86,636 70.1 1,499 58 

16年３月期 105,814 85,064 80.4 1,480 30 

（注）①期末発行済株式数 17年３月期 57,573,740株 16年３月期 57,464,255株 

②期末自己株式数 17年３月期 146,002株 16年３月期 5,287株 

 
２.平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

1株当たり年間配当金 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

中間 期末  

 百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中間期 20,000 4,000 6,000 3,500 0 00 ― ― ― ― 

通 期 40,000 8,000 10,000 6,000 ― ― 40 00 40 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期) 104円21銭 

 
上記の業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものです。実際の業績は、今後様々な

要因によって予想値と異なる可能性があります。なお、当社は、財務体質の強化を目的とし、投資有価証券等の流動化を進めて

おりますが、市場環境や経済情勢等の外部環境に因るところが大きく、かつ予想が困難なため、その営業外損益及び特別損益に

与える影響は、上記予想値に反映しておりません。 
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1．貸借対照表 
 

（単位：百万円）

第17期 
 

（平成16年３月31日現在） 

第18期 
 

（平成17年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 ※１  1,471   669  

２．売掛金 ※４  4,188   3,277  

３．商品   1   132  

４．貯蔵品   20   4  

５．前渡金   60   248  

６．前払費用   253   409  

７. 繰延税金資産   99   4,045  

８．短期貸付金 ※４  1,963   120  

９．関係会社短期貸付金   ―   6,452  

10．未収金 ※４  5,136   13,065  

11．その他   659   119  

12．貸倒引当金   △80   △156  

流動資産合計   13,772 13.0  28,388 23.0 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

（１）建物 ※１ 1,563   2,006   

減価償却累計額  405 1,158  482 1,524  

（２）構築物  20   19   

減価償却累計額  12 7  13 6  

（３）車両運搬具  27   12   

減価償却累計額  22 4  9 2  

（４）工具器具備品  1,224   2,094   

減価償却累計額  886 337  1,020 1,073  

（５）土地 ※１  2,180   2,180  

有形固定資産合計   3,688 3.5  4,787 3.9 

２．無形固定資産        

（１）営業権   9   5  

（２）ソフトウェア   477   611  

（３）電話加入権   121   121  

無形固定資産合計   608 0.6  738 0.6 
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（単位：百万円）

第17期 
 

（平成16年３月31日現在） 

第18期 
 

（平成17年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

    ％   ％ 

３．投資その他の資産        

（１）投資有価証券   31,114   55,030  

（２）関係会社株式   53,434   26,351  

（３）関係会社社債   ―   900  

（４）出資金   6,912   ―  

（５）長期貸付金   132   72  

（６）従業員長期貸付金   72   326  

（７）関係会社長期貸付金   5,283   6,007  

（８）破産債権等   3,988   201  

（９）長期前払費用   20   20  

（10）繰延税金資産   18,277   7,334  

（11）営業差入保証金   639   463  

（12）敷金保証金   3,052   3,678  

（13）その他   236   164  

（14）投資損失引当金   △31,082   △8,507  

（15）貸倒引当金   △4,338   △2,395  

投資その他の資産合計   87,744 82.9  89,647 72.5 

固定資産合計   92,042 87.0  95,173 77.0 

資産合計   105,814 100.0  123,561 100.0 
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（単位：百万円）
第17期 
 

（平成16年３月31日現在） 

第18期 
 

（平成17年３月31日現在） 

期  別 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）    ％   ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金 ※１  1,037   1,433  

２．関係会社短期借入金   8,662   11,090  

３．一年以内返済予定の長期借入金   1,700   ―  

４．一年以内償還予定の社債   200   448  

５．未払金 ※４  4,131   8,276  

６. 未払費用   35   67  

７．未払法人税等   12   204  

８．前受金 ※４  ―   2,848  

９．預り金   420   531  

10．賞与引当金   20   142  

11．新株引受権   35   22  

12．その他   185   185  

流動負債合計   16,441 15.5  25,250 20.4 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   3,748   1,700  

２．長期前受金 ※４  ―   9,278  

３．役員退職慰労引当金   84   97  

４．その他   475   598  

固定負債合計   4,308 4.1  11,675 9.5 

負債合計   20,750 19.6  36,925 29.9 
        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※２  53,347 50.4  53,489 43.3 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  24,906   25,061   

資本剰余金合計   24,906 23.5  25,061 20.3 

Ⅲ 利益剰余金        
１．当期未処分利益 2,431   5,147   

利益剰余金合計   2,431 2.3  5,147 4.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   4,389 4.2  3,605 2.9 

Ⅴ 自己株式 ※３  △10 △0.0  △668 △0.6 

資本合計   85,064 80.4  86,636 70.1 

負債資本合計   105,814 100.0  123,561 100.0 
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2．損益計算書 

（単位：百万円）
 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 

    ％   ％ 

Ⅰ 売上高 ※１       

１.販売手数料  17,750   17,261   

２.業務手数料  6,063   14,974   

３.商品売上高  10,682 34,496 100.0 21,254 53,490 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．商品売上原価        

（１）商品期首たな卸高  216   1   

（２）当期商品仕入高  11,276   16,231   

合計  11,493   16,232   

（３）商品期末たな卸高  1 11,491 33.3 132 16,099 30.1 

売上総利益   23,004 66.7  37,391 69.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費        

１.販売手数料 ※１ 11,001   14,496   

２.貸倒引当金繰入額  35   12   

３.役員報酬  75   64   

４.給料  1,835   1,656   

５.賞与  88   162   

６.賞与引当金繰入額  20   142   

７.役員退職慰労引当金繰入額   13   13   

８.法定福利費  230   200   

９.旅費交通費  307   320   

10.通信費  167   69   

11.賃借料  1,385   1,587   

12.広告宣伝費  23   5   

13.租税公課  45   226   

14.減価償却費  394   508   

15.業務委託手数料  15   862   

16.その他  1,353 16,993 49.3 1,877 22,206 41.5 

営業利益   6,011 17.4  15,184 28.4 
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（単位：百万円）
 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※１ 313   177   

２．有価証券利息  172   4   

３．受取配当金 ※１ 368   2,175   

４．投資有価証券売却益  6,093   7,654   

５．投資事業組合等収益  ―   256   

６．受取賃貸料 ※１ 630   1,347   

７．雑収入  517 8,096 23.5 201 11,818 22.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  80   55   

２．社債利息  397   62   

３．貸倒引当金繰入額  140   1,659   

４．出資金損失負担額  2,234   ―   

５. 支払賃借料  430   1,100   

６．雑損失  814 4,097 11.9 537 3,415 6.4 

経常利益   10,009 29.0  23,588 44.1 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ※1･2 ―   3,829   

２．投資有価証券売却益  11   570   

３．関係会社株式売却益  262   159   

４．社債買入消却益 ※３ 4   ―   

５．貸倒引当金戻入益  42   92   

６．関係会社減資払戻益  4,797 5,118 14.8 ― 4,652 8.7 
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（単位：百万円）

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

期  別 
 
 
科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％   ％ 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除売却損 ※４ 31   2   

２．投資有価証券売却損  22   1,583   

３．関係会社株式売却損  ―   1,094   

４．投資有価証券評価損  371   872   

５．関係会社株式評価損  ―   8,296   

６．投資損失引当金繰入額  7,700   5,100   

７．訴訟和解金  236   ―   

８. その他  ― 8,362 24.2 122 17,071 31.9 

税引前当期純利益   6,766 19.6  11,168 20.9 

法人税、住民税及び事業税  △1,317   △921   

法人税等調整額  5,651 4,334 12.6 7,649 6,728 12.6 

当期純利益   2,431 7.0  4,440 8.3 

前期繰越利益   ―   707  

当期未処分利益   2,431   5,147  
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3．利益処分計算書（案） 

利益処分計算書                                    （単位：百万円） 

期  別 
 
 
科  目 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

 金 額 金 額 

Ⅰ 当期未処分利益  2,431  5,147 

Ⅱ 利益処分額     

１．配 当 金 1,723  2,302  

２. 取締役賞与金 ― 1,723 300 2,602 

Ⅲ 次期繰越利益  707  2,544 
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４-1．財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

期  別 

項  目 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１.有価証券の評価基準

及び評価方法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

（１）子会社株式及び関連会社株式 

同  左 

 （２）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により

処理しております。また、売却原価

は、移動平均法により計算しており

ます。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

（２）その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

 

 

 

 

時価のないもの 

同  左 

投資事業有限責任組合等への出資 

入手可能な直近の決算書に基づき、

組合等の損益及びその他有価証券の

評価差額のうち当社の持分相当額を

投資事業組合等損益及びその他有価

証券評価差額金として投資有価証券

に加減する方法によっております。 
   
２．デリバティブ等の

評価基準及び評価

方法 

時価法 同  左 

   
３．たな卸資産の評価

基準及び評価方法 

商品 

総平均法による原価法 

商品 

同  左 
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期  別 

項  目 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

４．固定資産の減価償

却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については定額法）を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

（１）有形固定資産 

同  左 

   

 建物及び構築物    ３～50年 

車両運搬具      ３～６年 

工具器具備品     ３～15年 

 

   

 （２）少額減価償却資産 

取得価額が10万円以上20万円未満

の減価償却資産については、３年間

で均等償却をしております。 

（２）少額減価償却資産 

同  左 

 （３）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

（３）無形固定資産 

同  左 

 （４）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

（４）長期前払費用 

同  左 
   
５．繰延資産の処理方法 （１）新株発行費 

支出時に全額費用として処理して

おります。 

（１）新株発行費 

同  左 

   
６．外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物等為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

同  左 
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期  別 

項  目 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

７．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

（１）貸倒引当金 

同  左 

 （２）投資損失引当金 

投資先に対する投資損失の発生に

備えるため、財政状態等を勘案し必

要と認められる金額を計上しており

ます。 

（２）投資損失引当金 

同  左 

 （３）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

（３）賞与引当金 

同  左 

 （４）役員退職慰労引当金 

役員の退職による退職慰労金の支

出に備え、役員退職慰労金規程によ

る要支給額を計上しております。 

（４）役員退職慰労引当金 

同  左 
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期  別 

項  目 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

８．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同  左 

   
９．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を充たす金利ス

ワップについては、特例処理を採用

しております。 

（１）ヘッジ会計の方法 

同  左 

 （２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ 

 

ヘッジ対象 

将来の金利変動に係わる市場リス

クのある借入金の利息 

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

 （３）ヘッジ方針 

金利スワップは、借入金の金利変

動を回避する目的で行っており、

ヘッジ対象の識別は、個別契約毎に

行っております。 

（３）ヘッジ方針 

同  左 

 （４）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップについては、特例処

理を採用しているため、ヘッジの有

効性の評価を省略しております。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 

同  左 

10．その他財務諸表作

成のための基本と

なる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

（１）消費税等の会計処理 

同  左 

 （２）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

（２）連結納税制度の適用 

同  左 
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４-2．表示方法の変更 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

（貸借対照表） 

「固定化債権」は、より適切な科目として表示す

るため、当事業年度より「破産債権等」として表記

しております。 

 

（貸借対照表） 

１．「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16

年法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平

成16年12月１日より適用となること及び「金融商品

会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14

号）が平成17年２月15日付で改正されたことに伴

い、前事業年度まで「出資金」に含まれておりまし

た投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への

出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）を当事業年度より「投資有価証券」

に含めております。 

なお、当事業年度の「投資有価証券」に含まれる

当該の出資の額は、5,979百万円であります。 

 

  

 

２．「関係会社短期貸付金」については、前事業年度

において「短期貸付金」に含めて表記しておりまし

たが、当事業年度から区分掲記しております。 

なお、前事業年度の「関係会社短期貸付金」は、

1,940百万円であります。 

（損益計算書） 

１. 「受取解約調整金」については、前事業年度にお

いて区分掲記しておりましたが、当事業年度から

「雑収入」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度の「受取解約調整金」は、259百

万円であります。 

 

 

２. 「支払解約調整金」については、前事業年度にお

いて区分掲記しておりましたが、当事業年度から

「雑損失」に含めて表示しております。 

なお、当事業年度の「支払解約調整金」は、273百

万円であります。 

 

 

３. 「支払賃借料」については、前事業年度において

「雑損失」に含めて表記しておりましたが、当事業

年度から区分掲記しております。 

なお、前事業年度の「支払賃借料」は、302百万円

であります。 
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５-1．注記事項(貸借対照表関係) 

第17期 
 

（平成16年３月31日現在） 

第18期 
 

（平成17年３月31日現在） 

※１．担保提供資産 ※１．担保提供資産 

（担保に供している資産） （担保に供している資産） 

定期預金          105百万円 定期預金          100百万円 

土  地         2,153 土  地         2,153 

  建  物         1,040      建  物         1,007    

  計           3,299   計           3,261 

（上記に対応する債務） （上記に対応する債務） 

買掛金           636百万円 

定期預金を上記買掛金に対して担保提供しており

ます。 

土地及び建物を連結子会社の製品供給取引及び請

負取引から生じる債務（当期末残高3,934百万円）に

対して担保提供しております。当該債務に係る根抵

当権の極度額は1,166百万円であります。 

連結子会社の買掛金    1,850百万円 

定期預金を上記連結子会社の買掛金に対して担保

提供しております。 

土地及び建物を連結子会社の製品供給取引及び請

負取引から生じる債務（当期末残高4,196百万円）に

対して担保提供しております。当該債務に係る根抵

当権の極度額は1,166百万円であります。 

  

  

※２．授権株式数及び発行済株式総数 ※２．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 授権株式数 

普通株式      166,888,204株 普通株式      166,888,204株 

無議決権株式     50,000,000株 無議決権株式     50,000,000株 

発行済株式総数 発行済株式総数 

普通株式       57,469,542株 普通株式       57,719,742株 

  

※３．自己株式 ※３．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

5,287株であります｡ 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

146,002株であります｡ 

  

※４．関係会社項目 ※４．関係会社項目 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれてい

る関係会社に対するものは次のとおりでありま

す。 

売掛金            1,804百万円 売掛金           752百万円 

未収金            4,657百万円 未収金          12,020百万円 

短期貸付金          1,940百万円 未払金          4,006百万円 

未払金            2,331百万円 前受金          2,847百万円 

 長期前受金        9,278百万円 
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第17期 
 

（平成16年３月31日現在） 

第18期 
 

（平成17年３月31日現在） 

５．偶発債務 ５．    ――――――――――― 

以下の関係会社に対し、仕入債務保証を行って

おります。なお、金額については極度額を記載し

ております。 

 

 （仕入債務保証）    

 保証先 金額   

  百万円   

 ㈱ｺｰﾙ･ﾄｩ･ｳｪﾌﾞ 35   

 計 35   
  
６．準備金による欠損てん補 

平成13年11月29日開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行なっております。 

６．準備金による欠損てん補 

平成14年６月25日開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行っております。 

 利益準備金          839百万円 

 資本準備金         18,520    

   計           19,360 

 資本準備金        13,171百万円 

 

平成14年６月25日開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行っております。 

平成15年６月24日開催の定時株主総会において

下記の欠損てん補を行っております。 

 資本準備金         13,171百万円  資本準備金        7,686百万円 
  
７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は4,389百

万円であります。 

７．配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は3,605百

万円であります。 
  
８．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取 

引銀行２行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。これら契約に基づく

当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであ

ります。  

 

８．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残

高は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 
コミットメントの総額 

3,000百万円 当座貸越極度額 4,500百万円 

 借入実行残高         ―     借入実行残高         ―    

  差引額         3,000 差引額         4,500 
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５-2．注記事項(損益計算書関係) 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま ※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含ま 

れております。 れております。 

売上高          16,513百万円 売上高        35,306百万円 

販売手数料        10,425百万円 販売手数料      12,236百万円 

受取利息          445百万円 受取利息         159百万円 

受取配当金         343百万円 受取配当金       2,005百万円 

受取賃貸料         626百万円 受取賃借料       1,343百万円 

 固定資産売却益     3,829百万円 

  
  
  

※２．     ――――――――――― ※２．固定資産売却益の内訳は次のとおりでありま 

 す。 

  工具器具備品      3,829百万円 

  
  
※３．社債買入消却益 ※３．     ――――――――――― 

当社無担保社債214百万円の買付けを行い、当該

社債の消却を実施したことに伴い発生したもので

あります。 

 

  
  

※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま ※４．固定資産除売却損の内訳は次のとおりでありま 

す。 す。 

（除却損） 建物          12百万円 （除却損）  建物        1百万円 

工具器具備品      17 (売却損)  工具器具備品    0 

（売却損） 建物          0       車輌運搬具     0    

工具器具備品      0 計        2 

     電話加入権       1    

  計          31  
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６．リース取引関係 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

リース契約一件当たりのリース料総額が３百万円

を超えるものがないため、記載を省略しておりま

す。 

同  左 
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７．有価証券関係 

 

子会社株式で時価のあるもの （単位：百万円） 

第17期（平成16年３月31日現在） 第18期（平成17年３月31日現在） 

 貸借対照表

計 上 額 
時 価 差 額 

貸借対照表

計 上 額 
時 価 差 額 

子会社株式 428 3,766 3,337 428 22,177 21,749 

関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 
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８．税効果会計関係 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

別の内訳 別の内訳 

<繰延税金資産> <繰延税金資産> 

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,775百万円 貸倒引当金損金算入限度超過額 1,038百万円 

投資損失引当金否認 12,991 投資損失引当金否認 3,461 

投資有価証券評価損否認 6,178 投資有価証券評価損否認 5,528 

出資金損失負担金否認 2,303 関係会社株式評価損否認 12,638 

繰越欠損金 8,117 投資事業組合等損失否認 2,335 

関係会社株式評価損否認 3,758 繰越欠損金 5,184 

貸倒損失否認 1,234 貸倒損失否認 2,418 

その他      571 その他    1,235 

繰延税金資産小計 36,931 繰延税金資産小計 33,841 

評価性引当額 △15,427 評価性引当額 △19,117 

繰延税金資産合計 21,503 繰延税金資産合計 14,723 

<繰延税金負債>  <繰延税金負債>  

その他有価証券評価差額金    3,126 連結法人間譲渡益繰延 869 

繰延税金負債合計    3,126 その他有価証券評価差額金    2,473 

繰延税金資産の純額   18,377 繰延税金負債合計    3,343 

  繰延税金資産の純額   11,380 
    
なお、当社は連結納税制度を適用しており、評価

性引当額の内訳は以下のとおりです。 

法 人 税         8,141百万円 

住 民 税         3,281 

 事 業 税         4,004     

合 計          15,427 

なお、当社は連結納税制度を適用しており、評価

性引当額の内訳は以下のとおりです。 

法 人 税          13,103百万円 

住 民 税           2,712 

 事 業 税           3,302   

合 計          19,117 
  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
  
    

法定実効税率 43.9％ 法定実効税率 40.6％ 

（調整）  （調整）  
交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.6 
交際費等永久に損金に算入されな
い項目 

0.4 

受取配当等永久に益金に算入され
ない項目 

△5.1 
受取配当等永久に益金に算入され
ない項目 

△7.3 

住民税均等割等 0.2 住民税均等割等 0.1 

評価性引当額の増減 23.7 評価性引当額の増減 32.5 

税率変更による期末繰延税金資産

の減額修正 
0.5 投資簿価修正額 △8.9 

その他      0.3   その他      2.7   

税効果会計適用後の法人税等の負担率     64.1   税効果会計適用後の法人税等の負担率     60.2   
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９.１株当たり情報 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり純資産額      1,480円30銭 １株当たり純資産額      1,499円58銭 

１株当たり当期純利益金額     43円02銭 １株当たり当期純利益金額     72円02銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
    41円79銭 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
    71円21銭 

 

 

 

  
 

（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。 
 
 
 
 

 
第17期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

 
第18期 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 2,431  4,440  

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―  300  

（うち利益処分による役員賞与金） （    ―） （   300） 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,431  4,140  

期中平均株式数（株） 56,527,961  57,487,864  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） ―  ―  

（うち支払利息（税額相当額控除後）） （    ―） （    ―） 

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） （    ―） （    ―） 

普通株式増加数（株）  1,659,332  652,383  

（うち転換社債） （1,127,489） （    ―） 

（うち新株引受権） （ 235,653） （ 178,861） 

（うち新株予約権） （ 296,190） （ 473,521） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株あたり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権

の個数4,955個） 

新株予約権１種類（新株予約権

の個数680個） 
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10．役員の異動 

（１）代表者の異動 

 該当事項はありません。 

（２）その他の役員の異動 

① 新任取締役候補 

取締役 中村 達也(現 企業調査部 部長) 

② 退任予定取締役 

 該当事項はありません。 

③ 新任監査役候補 

 監査役 西島 義隆 

 監査役 高野 一郎 

④ 退任予定監査役 

監査役 須賀 聰 

監査役 植松 勲 

 

就任予定日 

平成17年６月24日 

 


